
 

平 成 1 5 年 度 情 報 公 開 施 行 状 況 報 告 書  

 
１ 情報公開制度の運用状況 
 
(1) 請求状況 
平成 15 年 4 月 1 日から平成 16 年 3 月 31 日までの公文書の開示請求（申出）の件数は、64 件（請求 51 件、申出 13
件）です。 
請求（申出）のあった公文書を内容別にみると、多いのは、入札・契約に関すること 18 件（28％）、教育に関するこ
と 14 件(22％)、都市開発に関すること 9件（14％）となっています（表 1参照）。 
請求（申出）件数を部別でみると、多いのは、教育委員会 17 件、健康福祉部 10 件、建設部 9件となっています（表
2参照）。 

 
(2) 開示決定等の状況 
開示決定等の処理状況は、開示請求（申出）64 件が処理済、うち取下げが 4件です。 
開示、不開示の状況は、開示 55 件(85％)、不開示3件（4％）、不存在７件（11％）となっています。開示の内訳は、
全部開示 25 件(45％)、一部開示 30 件（55％）です（表 3参照）。 

 
(3) 不開示情報の状況 
一部開示又は不開示とされた事案を不開示情報別にみると、個人に関する情報（条例第 7 条第 2 号）16 件（21％）、
法人に関する情報（条例第 7条第 3号）26 件（35％）、公共の安全に関する情報（条例第 7条第 4号）24 件（32％）、
審議・検討に関する情報（条例第 7条第 6号）2件（3％）、不存在（条例第 11 条第 2項）７件（9％）となっています
（表 4参照）。 

 
(4) 不服申立ての状況 
異議申立ての件数は、2件です。 



表１　請求(申出）の内容別分類

請求（申出）の内容別分類 件数

入札・契約に関すること 18

教育に関すること 14

都市開発に関すること 9

砂防指定に関すること 7

消防に関すること 6

環境に関すること 4

議会に関すること 2

選挙に関すること 1

住民基本台帳に関すること 1

人事に関すること 1

消費生活相談に関すること 1

計 64
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表２　請求（申出）の部別件数

請求（申出）の部別件数 件数

市長室 0
企画調整部 0
総務部 3

財政部 3

市民経済部 2

健康福祉部 10

環境部 2

建設部 9

勝川地区総合整備室 0

下水道部 8

市民病院 0

消防本部 7

水道部 0

春日井市議会 2

教育委員会 17

監査委員 1

計 64
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表３　開示決定等の内容　（開示・不開示の割合）
開示決定等の件数 件数

開示 55

　（うち全部開示） 25

　（うち一部開示） 30

不開示 3

不存在 7

計 65

※取下げ　４件

※　開示請求の件数と開示決定等の件数が異なるのは、
　　一つの請求で二種類の開示決定等があることによります。

開示の内訳

　一部開示
55%

　全部開示
45%

開示
85%

不存在
11%

不開示
4%

開示・不開示の割合



表４　不開示情報別の件数

　

不開示情報 件数

第7条第2号
（個人に関する情報） 16

第7条第3号
（法人等に関する情報） 26

第7条第4号
（公共の安全に関する情報） 24

第7条第6号
（審議・検討に関する情報) 2

第11条第2項（不存在） 7

計 75

　一部開示及び不開示の決定（回答）を
した不開示情報別の件数です。
　注）　　不開示情報は､重複計上して
         います｡

不開示情報別

第7条第4号
（公共の安全
に関する情
報）
32%
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（審議・検討に
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3%

第11条第2項
（不存在）
9%

第7条第3号
（法人等に関
する情報）
35%

第7条第2号
（個人に関す
る情報）
21%



　２　情　報　公　開　実　施　状　況　一　覧　表

整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

1 4月1日 請求 財政部管財課
平成14年4月1日から平成15年3月31日までの
一年間に管財課にて調達した物品調達依頼書

平成14年4月1日から平成15年3月31日までの
物品調達依頼書・物品決定通知書 4月10日 全部開示

2 4月2日 請求 環境部環境政策課
平成15年3月31日付の○○から市に対し提出さ
れた改善計画書 平成15年3月31日付改善計画報告書 4月16日 一部開示 法人の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため

3 4月2日 申出 環境部環境政策課 ○○の騒音､振動特定施設に関する届出書 騒音に基づく特定施設設置等届出書及び振
動に基づく特定施設設置等届出書 4月16日 一部開示 法人の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため

4 5月6日 請求 市民経済部市民課
平成14年6月に日弁連が行った住基ネットのア
ンケートの照会及び回答

平成14年6月5日付けで日本弁護士連合会が
行った「住民基本台帳ネットワークシステムに
関する第2回日弁連アンケート調査へのご協
力について」及びその回答

5月12日 全部開示

5 5月16日 請求 議会事務局議事課
平成14年度春日井市議会政務調査費に関する
収支報告書及び復命書

平成14年度春日井市議会政務調査費収支報
告書、平成14年度春日井市議会政務調査費
に関する復命書

5月28日 一部開示

法人の代表者
印影及び振込
先口座情報、従
業員の氏名

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

法人の取引上、金融上の内部情報で
あり、法人の正当な権利利益を害す

るおそれがあるため。犯罪予防のた

め。個人に関する情報であって、特

定の個人を識別することができるもの

が記録されているため

6 5月26日 請求 下水道部河川排水課
砂防指定地内行為許可申請書ついて(照会）
(平成15年1月6日）

砂防指定地内行為許可申請書について(照
会）　　(平成15年1月6日） 6月5日 一部開示

個人の住所、氏
名、電話番号及
び印影。法人の
印影

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

個人に関する情報であって、特定
の個人を識別することができるた
め。法人の印影は、内部情報及
び犯罪防止のため

7 5月26日 請求 下水道部河川排水課
砂防指定地内行為の協議に係る意見ついて
(照会）(平成15年1月7日）

砂防指定地内行為協議に係る意見について
(照会）　　(平成15年1月7日） 6月5日 全部開示



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

8 5月26日 請求 下水道部河川排水課
砂防指定地内行為の協議に係わる意見照会の
回答について(回答）　　(平成15年3月4日）

砂防指定地内行為の協議に係わる意見照会
の回答について（回答）　(平成15年3月4日） 6月5日 全部開示

9 5月26日 請求 下水道部河川排水課
砂防指定地内行為許可申請について(通知）
(平成15年4月16日）

砂防指定地内行為許可申請について（通知）
（平成15年4月16日） 6月5日 全部開示

10 5月30日 申出 教育委員会総務課
99(平成１１年）７月から１２月までの市教育委員
会の会議録

1999年7月から12月までの市教育委員会の会
議録 7月14日 不開示 春日井市情報公開条例施行前の

文書であるため対象外 期間延長

11 6月2日 請求 議会事務局議事課
平成15年4月1日から4月30日までの政務調査
費収支報告書・復命書

平成15年4月1日から4月30日までの平成15年
度春日井市議会政務調査費収支報告書、平
成15年度春日井市議会政務調査費に関する
復命書

6月9日 一部開示

法人の代表者
印影、振込先口
座情報、従業員
の氏名及び学
歴

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

法人の取引上、金融上の内部情報で
あり、法人の正当な権利利益を害す
るおそれがあるため。犯罪予防のた
め。個人に関する情報であって、特
定の個人を識別することができるもの
が記録されているため

12 6月6日 請求 教育委員会学校教育課

2002.4.1～2003.3.31の春日井市教育委員会
(教育長）と職員団体の交渉に関するすべての
文書

交渉要求書、交渉確認書 7月22日 一部開示

組合役員氏名・
自宅電話番号、
組合員氏名・印
影、所属学校
名、所属学校長
氏名、裁判事件
番号、代表印影

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

個人に関する情報であって、特定
の個人を識別することができるも
のが記録されているため。当該団
体の正当な利益を害するおそれ
があるため及び犯罪予防のため

期間延長

13 6月6日 請求 教育委員会総務課
2003.3.1～2003.3.31の春日井市教育委員会会
議録

2003年3月1日～2003年3月31日の市教育委
員会会議録 6月30日 一部開示

３月定例教育委
員会議題1,2,3,7
及び３月臨時教
育委員会議題
の全て

条例第7条
第6号

開示することにより、率直な意見
の交換若しくは意思決定の中立
性が不当に損なわれるおそれが
あるため

期間延
長、異議
申立て

14 6月6日 請求 総務部人事課

2002.4.1～2003.3.31の春日井市長と職員団体
の交渉に関するすべての文書、春日井市長と
職員団体との間にかわされた｢協定」を示す文
書すべて

祝日ごみ収集にかかる組合要求について（回
答）平成14年4月24日始め22件 7月18日 一部開示 組合の代表者印の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

組合の内部情報及び犯罪の防止
のため 期間延長



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

15 7月14日 請求 消防本部予防課
平成14年4月5日に中央台7丁目地内で発生し
た火災調査書

平成14年4月5日に中央台７丁目地内で発生し
た火災調査書 7月18日 一部開示 発見者及び通報者の氏名

条例第7条
第2号

個人の氏名は、個人に関する情
報であって、特定の個人を識別す
ることができるものが記録されてい
るため

16 7月22日 請求 下水道部河川排水課
砂防指定地内行為の協議に係わる意見につい
て（照会）　平成15年2月13日起案

砂防指定地内行為の協議に係わる意見につ
いて（照会）（平成15年2月13日起案） 7月31日 全部開示

17 7月22日 請求 下水道部河川排水課
砂防指定地内行為許可申請書について（照会）
平成15年2月13日収受

砂防指定地内行為許可申請書について(照
会）　（平成15年2月13日収受） 7月31日 一部開示

個人の住所、氏
名及び印影
法人等の印影

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

個人に関する情報であって、特定
の個人を識別することができるた
め。法人の印影は、内部情報及
び犯罪防止のため

18 7月22日 請求 下水道部河川排水課
砂防指定地内行為に係る意見照会の回答につ
いて（伺）　平成15年3月１8日起案

砂防指定地内行為に係る意見照会の回答に
ついて（伺）　（平成15年3月18日起案） 7月31日 全部開示

19 7月23日 請求 教育委員会学校教育課

1　2003年度（Ｈ15）春日井市と春日井市現職教
育委員会委員長との間に交わされた契約書の
すべて　２　2003年度支出負担行為決議書（小
中学校副読本購入代）

平成15年度現職教育研修調査事業委託契約
書、平成15年度児童生徒指導事業委託契約
書、平成15年度総合学習推進事業委託契約
書、平成15年度支出負担行為決議書(小中学
校副読本購入代）

9月4日 全部開示 期間延長

20 7月28日 請求 総務部総務課
平成15年度市会議員選挙における公費負担分
（ポスター・燃料費）の負担行為決議書

平成15年度市議会議員選挙に係る公費負担
分（ポスター・燃料費）の負担行為決議書 8月4日 全部開示

21 8月4日 申出 消防本部予防課
平成8年3月13日午後0時頃発生の高座町地内
の｢火災原因損害調査報告書」

平成8年3月13日午後0時10分頃高座町地内
で発生した火災原因損害調査報告書 8月8日 全部開示



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

22 8月8日 請求 教育委員会図書館

図書館に設置されている複写機3台について、
平成11年9月17日に入札が行われたカラー複
写機1台、白黒複写機2台の１ヶ月の各機の賃
貸借料金、使用枚数、レンタル料金、一枚当り
のプリント単価及び平成13年4月1日から平成15
年3月31日までの２年間の実数

図書館設置のコピー機(白黒２台、カラー１台）
の賃貸借契約書、平成１３年・１４年度のコピー
枚数の請求明細書

9月9日 一部開示 個人事業主の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

個人事業主の内部情報及び犯罪
予防のため 期間延長

23 8月12日 請求 総務部総務課

春日井市の機関で現在設置されている全自動印刷
機購入又は賃貸借物件（レンタル・リース）の機器に
ついて、購入年月日・金額・メーカー名・品番・納入
業者名・設置の機関・施設名。賃貸借ならば、リース
かレンタルの別、契約年月日・月額金額・契約業者
名・製品メーカー名・品番・設置機関・施設・部課
名。消耗品について、定価及び購入価格・インク６０
０ｃｃ一缶・マスター・ペーパー２00版2本取り入り一
箱・２２０版取り2本入り一箱・メーカー名・品番・納入
業者名・機関施設名・年間消耗品の購入額。機器に
係わる保守について、トラブルの発生毎に修理費の
支払いか又は年間保守料金契約か部品代の有無。
初年度は年間無償の保証付か初年度から有償かの
別

賃貸借契約書・負担行為決議書(14年度） 8月26日 一部開示
法人の印影､口
座番号及び担
当者名

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

法人の印影、口座番号は法人の
内部情報及び犯罪予防のため。
担当者名は､個人に関する情報で
あって特定の個人を識別すること
ができるため

24 9月8日 請求 教育委員会学校教育課

中学校(西部中、中部中、東部中、高森台中）、
小学校(春日井小、小野小、山王小、高森台
小）の宿泊行事の日程表(勤務状況がわかるも
の）及び勤務割りふり変更簿(参加教員のもの）

平成15年度勤務時間の割振り変更簿(東部
中、中部中、西部中、高森台中、春日井小、
小野小、山王小、高森台小）

10月22日 全部開示 期間延長

25 9月12日 請求 教育委員会学校教育課

１　2002年度春日井市学校保健会事業委託契
約書及び委託事業完了報告書　２　2003年度
春日井市学校保健会事業委託契約書

平成14年度春日井市学校保健会委託契約
書、平成14年度春日井市学校保健会の事業
について（報告） 、平成15年度春日井市学校
保健会委託契約書

9月29日 全部開示 期間延長



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

平成14年度旅行命令簿(4月1日から9月30日
まで）味美小、鷹来小、小野小、神屋小、東野
小、丸田小、中部中、藤山台中の各校長関係

10月24日 全部開示 期間延長

平成14年度旅行命令書(10月1日から3月31日
まで）。平成15年度旅行命令書(4月1日から8
月31日まで）味美小、鷹来小、小野小、神屋
小、東野小、丸田小、中部中、藤山台中の各
校長関係

10月24日 一部開示

職員番号、自宅最
寄りのバス停名、同
乗者住所、復職審
査用務先、公務使
用に係る自家用自
動車届出書の自家
用自動車メーカー
名・車名・登録番
号・要綱第3条の要
件の欄、旅行費用
証明書旅行業者印
影、領収書印影

条例第7条
第2号、第
3号、第4
号及び第6
号

自宅最寄りバス停名、同乗者住所、公務使
用に係る自家用自動車届出書の自家用自
動車メーカー名・車名・登録番号・要綱第3
条の要件の欄は、個人に関する情報であっ
て、特定の個人を識別することができる。職
員番号は、当該公務員の私生活においても
個人識別のための基本情報として一般に用
いられているものである。よって、共に開示し
た場合に該当職員の権利利益を不当に害
するおそれがあるため。また、公務員の職務
の遂行に係る情報ではなく、第7条第2号た
だし書ウにも該当しないため。印影は、法人
の内部情報及び犯罪予防のため。復職審査
用務については、公にすることにより、意思
決定の中立性が不当に損なわれ、特定の者
に不当に不利益を及ぼすおそれがあるため

期間延長

27 9月16日 請求 建設部建築指導課
高蔵林における開発行為等廃止届(第4号様
式）

平成１５年８月２２日付けの開発行為等事業廃
止届 9月26日 一部開示 法人の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため

28 9月17日 請求 建設部建築指導課
Ｈ14.8.1からＨ15.9.16までの○○との打合せの
資料のすべて(建築指導課）

平成14年8月1日から平成15年9月16日までの
○○との打合せの資料のすべて(建築指導課） 9月24日

不開示（不
存在）

条例第11
条第2項

上記期間内において開示請求に
係る公文書を作成し、又は取得し
ていないため

29 9月17日 請求 下水道部下水管理課
Ｈ14.8.1からＨ15.9.16までの○○との打合せの
資料のすべて(下水管理課）

平成14年8月1日から平成15年9月16日までの
○○との打合せの資料のすべて(下水管理課） 9月25日

不開示（不
存在）

条例第11
条第2項

上記期間内において開示請求に
係る公文書を作成し、又は取得し
ていないため

30 9月25日 請求 教育委員会学校教育課
小学校における聴力検査に関するマニュアル、
指導文書等

学校保健の管理と指導（改訂版2001年P68～
85）、聴力検査結果のお知らせ 10月30日 全部開示 期間延長

2002.4.1から2003.8.31までの春日井市立味美
小、鷹来小、小野小、神屋小、東野小、丸田
小、中部中、藤山台中の各校長の出張命令簿

26 9月12日 請求 教育委員会学校教育課



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

喫煙室の設置状況、休養室の設置状況、更衣
室（2002年4月1日から2003年3月31日の春日
井市教育委員会(教育長）と職員団体の交渉
における各職員団体の要求項目に対して春日
井市教育委員会が付随して示した資料）

10月29日 全部開示 期間延長

2002年4月1日から2003年3月31日の春日井市
教育委員会(教育長）と職員団体の交渉にお
ける各職員団体の要求項目に対する当局の
回答

10月29日 不開示（不存在）
条例第11
条第2項

同項括弧書きの「公文書を保有し
ていないとき」に該当するため

期間延
長、異議
申立て

32 10月2日 請求 財政部管財課

平成15年4月1日から15年9月31日までの見積
にて調達物件。春日井市の全ての部課、機関、
施設で購入金額五万円以上賃貸借（リース、レ
ンタル）年間の支払額が十万円以上の事務用
機器、事務用文具、ＯＡ関連機器の見積参加
業者名、各社見積書か見積徴収一覧表か、各
社見積金額の分かる書類の何れか。納入施設
名、納入商品名、納入業者名の分かる明細書

平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで
に調達した事務用備品、ＯＡ機器、事務用文
具(１件５万円以上の見積にて調達したもの）及
びＯＡ機器、コピー機等賃貸借(１件１０万円以
上の見積にて調達したもの）に係る支出負担
行為決議書、見積書及び請書

11月10日 一部開示

従業員の氏名、
法人の印影及
び振込先口座
情報

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

従業員の氏名は、個人に関する
情報であって、特定の個人を識別
することができるため。法人の印
影及び振込先口座情報は、法人
の内部情報及び犯罪予防のため

期間延長

養護教諭月間執務計画（平成13年、14年、15
年度） 10月30日 全部開示 期間延長

平成13年、14年、15年度児童健康診断におけ
る保護者への異常の有無の連絡日が確認で
きる書面

10月30日 不開示（不存在）
条例第11
条第2項

同項括弧書きの「公文書を保有し
ていないとき」に該当するため 期間延長

平成13年、14年、15年度児童健康診断におけ
る実施日及び再検査(第2次検査）及び保護者
への異常の有無の連絡日が確認できる書面

教育委員会
総務課、学
校教育課

33 10月2日 請求

2002.4.1から2003.3.31までの春日井市教育委
員会（教育長）と職員団体の交渉における各職
員団体の要求項目に対する当局の回答及び付
随して示した資料

31 9月29日 請求

教育委員会
学校教育課



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

養護教諭月間執務計画（平成11年度、平成12
年度） 10月30日 全部開示 期間延長

平成11年、12年度児童健康診断における保
護者への異常の有無の連絡日が確認できる
書面

10月30日 不開示（不存在）
条例第11
条第2項

同項括弧書きの「公文書を保有し
ていないとき」に該当するため 期間延長

35 10月3日 請求 健康福祉部福祉課

春日井市敬老会バス借上げにつき平成13年度
から平成14年度における随意契約になった理
由の文書

平成13年度及び平成14年度春日井市敬老会
事業に伴う送迎バス借上げ業務施行伺及び
業者選定依頼書

10月16日 全部開示

36 10月3日 申出 健康福祉部福祉課

春日井市敬老会バス借上げにつき平成11年度
から平成12年度における随意契約になった理
由の文書

平成11年度及び平成12年度春日井市敬老会
事業に伴う送迎バス借上げ業務施行伺及び
業者選定依頼書

10月16日 全部開示

37 10月6日 申出 健康福祉部福祉課

平成11年度春日井市バス借上げに係る支出命
令書、支出負担行為決議書、見積書、見積結
果調書、委託契約書、請求書。平成12年度敬
老会バス借上げに係る見積結果調書

平成11年度春日井市敬老会送迎バス借上げ
に係る支出負担行為決議書、見積執行調書、
見積書、観光バス借上げ契約書、支出命令
書、請求書、完了届。平成12年度春日井市敬
老会送迎バス借上げに係る見積執行調書

10月16日 一部開示
法人の印影及
び振込先口座
情報

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため

平成15年4月から6月までの小学校行事予定
表 10月30日 全部開示 期間延長

養護教諭出勤簿及び旅行命令書 10月30日 一部開示
年休、特別休暇
の部分、職員番
号

条例第7条
第2号

休暇等に関する情報は、公務員の私生活に
関する情報であり、また、職員番号は、当該
公務員の私生活においても個人識別のため
の基本情報として一般に用いられており、共
に開示した場合に当該職員の権利利益を不
当に害するおそれがあるため。また、公務員
の職務の遂行に係る情報ではなく、第7条第
2号ただし書ウにも該当しないため

期間延長

平成15年4月から6月までの小学校行事予定
表。養護教諭の平成15年度(4月から7月1日ま
で）の出勤簿、旅行命令簿(出勤簿については、
平成15年10月6日まで）

34 10月2日 申出 教育委員会学校教育課

平成11年、12年度児童健康診断における実施
日及び再検査(第2次検査）及び保護者への異
常の有無の連絡日が確認できる書面

38 10月6日 請求 教育委員会学校教育課



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

39 10月7日 請求 教育委員会学校教育課

平成１５年度小中学校副読本明るい心他(支出
負担行為番号１２２８５）の支出命令書、平成１５
年度中学校理科ノート１年用(支出負担行為番
号12281）の支出命令書

平成１５年度小中学校副読本明るい心他(支出
負担行為番号１２２８５）の支出命令書、平成１
５年度中学校理科ノート１年用(支出負担行為
番号12281）の支出命令書

11月10日 一部開示 相手方の印影、口座情報

条例第7条
第3号及び
第4号

相手方の印影・口座情報は、当該
法人等に関する情報であって、公
にすることにより、当該法人等の
正当な利益を害するおそれがある
ため及び犯罪予防のため

期間延長

40 10月16日 請求 監査事務局 敬老会用バス借上料の住民監査請求却下に係る春日井市監査委員の回答内容が分かる文書

平成15年10月1日付１５春監第110号による春
日井市職員措置請求書の要件審査の結果に
ついて(通知）

10月23日 一部開示
春日井市職員
措置請求者の
氏名

条例第7条
第2号

個人に関する情報であって、特定
の個人を識別することができるも
のが記録されているため

41 10月28日 請求 教育委員会総務課

春日井市の小中学校53校全てで現在使用中又
は学校内に置いてある全自動印刷機につい
て、使用可能、不可能に拘わらず全ての機械
で、購入ならば購入時の金額、購入日時、商品
名、購入先名。賃貸借ならば(リース､レンタル）
何れか一ヶ月の賃貸借料金、契約年数、商品
名、購入先名、契約締結日時。購入ならば、備
品台帳、賃貸借ならば　契約締結書。年間保守
の契約締結書、金額と締結先名の分かる書類。
上記の明細の分かる書類

11月5日 取下げ

42 10月30日 請求 教育委員会学校教育課

2003年７月の教科書採択において市教育委員
会議に示された資料及び審議内容を示すもの
(事務局の説明も含む）

平成16年度小学校使用教科用図書、平成16
年度中学校使用教科用図書 12月4日 全部開示 期間延長

43 10月31日 請求 建設部都市政策課
大規模建築物等の届出書　平成15年6月23日
○○から届出があったものにかかる一切の書類

大規模建築物等の新築等に係る届出書　平
成15年6月23日○○から届出に係るもの 11月10日 一部開示

法人の印影、挨
拶者、同意書及
び誓約書の氏
名又は住所､従
業員の氏名

条例第7条
第2号､第3
号及び第4
号

法人の印影は、法人の内部情報
及び犯罪予防のため。同意書等
の氏名等は､個人に関する情報で
あって、特定の個人を識別するこ
とができ、かつ､個人の権利利益
を害するおそれがあるため

44 10月31日 請求 建設部都市政策課
大規模建築物等の届出書　平成15年2月17日
○○から届出があったものにかかる一切の書類

大規模建築物等の新築等に係る届出書　平
成15年2月17日○○から届出に係るもの 11月10日 一部開示 法人の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の印影は、法人の内部情報
及び犯罪予防のため



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

45 11月4日 申出 健康福祉部福祉課 平成１２年度敬老会バス借上げ見積書一式 平成１２年度春日井市敬老会送迎バス借り上
げ見積書 11月11日 一部開示 法人の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため

46 11月4日 請求 健康福祉部福祉課 平成１３年度敬老会バス借上げ見積書一式 平成１３年度春日井市敬老会送迎バス借り上
げ見積書 11月11日 一部開示 法人の印影

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため

47 11月6日 申出 建設部建築指導課
○○町地内の建築基準法第４３条第１項ただし
書許可申請の国の同意書

○○町地内の建築基準法第４３条第１項ただ
し書許可申請の国の同意書 11月19日 不開示 条例第7条

第3号

開示申出に係る公文書は、許可申請者と
同意者との間における私有地の袋地の
通行等に係る同意書であり、第三者に公
にすることにより、今後の当事者間の信
頼関係が損なわれる等により、法人の正
当な権利利益を害するおそれがあるため

48 11月7日 申出 消防本部総務課

H12年度の市消防本部通信指令室工事に関わ
るもの　1　工事完了検査関係書類　2　下請届
3　契約書(各物品について全て） 4　支出命令
書(各物品について全て）　5　国と県への補助
完了報告書(詳細なもの）

11月13日 取下げ

49 11月7日 請求 財政部管財課

春日井市立小中学校で使用中の全自動印刷
機の消耗品単価契約にて購入品で(インク１リッ
トル、マスターペーパー２００版または２２０版）
メーカー別の購入単価及び定価（平成15年度）

平成15年度指定物品等単価表（インク
1000CC、マスター200版又は２２０版に係るも
の）

11月14日 全部開示

50 11月12日 請求 教育委員会総務課

東部中学校、中部中学校、西部中学校、高座
小学校、坂下小学校、藤山台東小学校、岩成
台西小学校及び東高森台小学校の全自動印
刷機にかかる消耗品、平成14年10月1日から平
成15年9月30日までの1年間の総購入金額

11月20日 取下げ

51 11月17日 請求 消防本部予防課

○○町地内に建設予定のマンションの建築主と
設計者からの消防活動用空地未設置の理由に
関する書類一式及び春日井市消防長の上記の
件に対する未設置許可理由に関する書類一式

○○町地内に建設予定のマンションに係る消
防用設備等事前打合せ記録及び消防本部が
した開発行為等指導要綱の事前協議に対す
る意見書

12月1日 一部開示 従業員の氏名 条例第7条第2号

従業員の氏名は、個人に関する
情報であって、特定の個人を識別
することができる記録がされている
ため



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

52 11月25日 請求 建設部建築指導課
○○町地内の建築基準法第４３条第１項ただし
書許可申請の国の同意書

○○町地内の建築基準法第４３条第１項ただ
し書許可申請の国の同意書 12月9日 不開示 条例第7条

第3号

開示請求に係る公文書は、許可申請者と
同意者との間における私有地の袋地の
通行等に係る同意書であり、第三者に公
にすることにより、今後の当事者間の信
頼関係が損なわれる等により、法人の正
当な権利利益を害するおそれがあるため

53 12月2日 請求 建設部都市政策課
大規模建築物等の新築等に係る届出書　平成
15年10月6日○○から届出に係るもの

平成15年10月6日提出された大規模建築物等
の新築等に係る届出書、大規模建築物等の
新築等の届出に係る意見について(伺）、大規
模建築物等の新築等の助言・指導書について
(伺）

12月11日 一部開示

法人の印影、隣
接地所有者等
の氏名及び従
業員の氏名

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

法人の印影は、法人の内部情報及び
犯罪予防のため。隣接地所有者等の
氏名等は、個人に関する情報であっ
て、特定の個人を識別することがで
き、かつ、個人の権利利益を害する
おそれがあるため

54 12月2日 請求 建設部都市政策課
大規模建築物等の新築等に係る届出書　平成
15年10月24日○○から届出に係るもの

平成15年10月24日提出された大規模建築物
等の新築等に係る届出書、大規模建築物等
の新築等の届出に係る意見について(伺）、大
規模建築物等の新築等の助言・指導書につい
て(伺）

12月11日 一部開示

法人の印影、隣
接地所有者等
の氏名及び住
所並びに従業
員の印影

条例第7条
第2号、第
3号及び第
4号

法人の印影は、法人の内部情報及び
犯罪予防のため。隣接地所有者等の
氏名等は、個人に関する情報であっ
て、特定の個人を識別することがで
き、かつ、個人の権利利益を害する
おそれがあるため

55 12月10日 申出 消防本部総務課

平成12年度の消防本部通信指令室工事に関
わるもの　1　工事完了検査関係書類　2　下請
届　3　契約書(各物品について全て） 4　支出
命令書(各物品について全て）　5　国と県への
補助完了報告書(詳細なもの）

平成12年度の消防本部通信司令室工事に関
わるもの　①工事完了検査関係書類　②下請
届　③契約書(各物品全て）　④支出命令書
(各物品全て)　⑤国と県への補助完了報告書
(詳細なもの）

12月19日 一部開示
法人の代表者
印の印影、振込
先口座情報

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の取引上、金融上の内部情
報であり、法人の正当な権利利益
を害するおそれがあるため及び犯
罪予防のため

56 1月19日 申出 消防本部総務課
消防緊急通信指令システムに係る備品がわか
るもの 消防緊急通信指令システムに係る備品台帳 1月30日 全部開示

57 1月19日 請求 建設部都市政策課
15年12月22日携帯電話用アンテナ鉄柱及び鉄
塔の打合せ記録

平成１５年１２月２２日付け大規模建築物等の
助言指導に係る○○の携帯電話用アンテナ
鉄柱及び鉄塔の打合せ

1月28日 一部開示 従業員の氏名 条例第7条第2号

担当者の氏名は､個人に関する情
報であって、特定の個人を識別す
ることができる情報が記録されて
いるため

58 1月29日 請求 健康福祉部福祉課
平成１５年度敬老会バス借上げに係る一切の文
書

平成15年度春日井市敬老会送迎バス借り上げに
係る一切の文書　施行伺い、見積参加業者選定依
頼書、見積参加業者について（通知）、業務説明会
配付資料、予定価格書、見積執行調書、見積書、
支出負担行為決議書、契約書（案）、支出命令書、
請求書、契約書、完了届、検査調書

2月12日 一部開示
法人の印影及
び振込先口座
情報

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため



整理
番号 受付日 区分 担当課等

公文書の名称その他公文書を特定するに足り
る事項(請求の内容） 公文書の件名

開示決定等
の通知をした
日

開示決定
等の内容

開示しないこと
とした部分

開示しない
こととした根
拠規定

当該規定を適用する理由 備考

59 2月25日 請求 健康福祉部福祉課
平成１３年度敬老会バス借上げの参考見積書
（裁判に係る準備書面にいうもの）

平成１３年度敬老会送迎バス借上げの参考見
積書（裁判に係る準備書面にいうもの） 3月4日 不開示（不存在）

条例第11
条第２項

開示請求に係る公文書を保有し
ていないため

60 2月25日 申出 健康福祉部福祉課
平成１１年度、１２年度敬老会バス借上げの参
考見積書（裁判に係る準備書面にいうもの）

平成１１年度、１２年度敬老会送迎バス借上げ
の参考見積書（裁判に係る準備書面にいうも
の）

3月4日 不開示（不存在）
条例第11
条第２項

開示申出に係る公文書を保有し
ていないため

61 2月25日 申出 健康福祉部福祉課
平成１０年度敬老会バス借上げに係る一切の文
書

平成1０年度春日井市敬老会送迎バス借り上げに
係る一切の文書　施行伺い、見積参加業者につい
て（通知）、業務説明会配付資料、支出負担行為
決議書、契約書（案）、予定価格書、見積執行調
書、見積書、支出命令書、請求書、契約書、完了
届

3月4日 一部開示
法人の印影及
び振込先口座
情報

条例第7条
第3号及び
第4号

法人の内部情報及び犯罪予防の
ため

62 2月27日 請求 市民経済部生活課
○○に関する市民相談コーナー消費生活相談
への相談件数（期間２００３年１月から１２月まで） 2月27日 取下げ

63 3月19日 請求
健康福祉部
健康まもる
課

休日平日夜間診療対策推進事業補助金に係る
支出負担行為決議書、在宅当番医制運営事業
委託料に係る支出負担行為決議書（平成14年
度）

休日平日夜間診療対策推進事業補助金支出
負担行為決議書、在宅当番医制運営事業委
託料に係る支出負担行為決議書（平成14年
度）

3月30日 全部開示

64 3月19日 請求 消防本部総務課
消防署別救急搬入先医療機関別及び搬入件
数（平成14年度、15年度）

署所別医療機関別搬送人員一覧表（平成14
年度、15年度） 3月30日 全部開示


